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万人いたと推定されるヘレロの約 8 割、約 2 万人のナマの 5～6 割が命を落としたとされる。今
植民地期ナミビアでの大虐殺に関する対独補償要求 







































3 リルアコは DTAを構成する主要組織である「国民統一民主機構（National Unity Democratic Organisation: 




















ジェノサイド実務委員会（Nama Genocide Technical Committee）」を組織し、リルアコらの「オ
ヴァヘレロ・ジェノサイド委員会（Ovaherero Genocide Committee）」（のちに「オヴァヘレロ・
ンバンデルジェノサイド基金（Ovaherero & Ovambanderu Genocide Foundation）」）の運動に
連なるようになる8。その要求の中核は、ドイツが明確な金銭的補償を行うことである。また、ヘ
レロの別の集団を基盤とし SWAPOに近い政治的立場をとる人々は、「1904 年ジェノサイドに関
する対話のためのオヴァヘレロ・オヴァンバンデル評議会（Ovaherero-Ovambanderu Council for 
























16 アフリカレポート 2016年 No.54 
 
地からの 9000 あまりの頭蓋骨が保管されている。前述の複数の運動体の声を背景にナミビア政



























                                                   






年 12月 15日アクセス) 






13 たとえば、ナマ・ジェノサイド実務委員会を率いる I・ホフマン（Ida Hoffmann）は、SWAPOの国会議員と
植民地期ナミビアでの大虐殺に関する対独補償要求 
17 アフリカレポート 2016年 No.54 
 
SWAPO は独立時の選挙でほぼ 60％の票を得たが、その後の選挙で着実に力を伸ばし、2014








一方、ドイツ側では、第一次世界大戦開戦 100 周年の 2014 年以来、ナミビアでの戦争への注























                                                                                                                                                               
して活躍した女性である。 
14 SWAPO政府の強権化と経済格差の拡大については Melber［2015］に詳しい。 
15 大統領は政党に所属することができないので、所属は就任前のもの。 
16 “Zeit” 誌電子版 2015年 7月 8日。 
(http://www.zeit.de/news/2015-07/08/deutschland-lammert-nennt-niederschlagung-von-herero-aufstand-voe
lkermord-08111616, 2015年 12月 15日アクセス) 
植民地期ナミビアでの大虐殺に関する対独補償要求 
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17 2000年以降のジンバブウェの土地改革を「第二の民主化」ととらえたのは吉國恒雄である［吉國 2009］。 
